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第８回デジタル部会 議事録(案) 

 

１ 日 時 令和８年７月８日（水）12:59～14:03 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎６階特別会議室及びWeb開催 

 

３ 出席者 

【委  員】 

會田 雅人（部会長）、後藤 玲子、長谷川 秀司 

【臨時委員】 

小西 葉子、中川 郁夫 

【専門委員】 

  浦田 真由、細川 努 

【審議協力者】 

東京都 

【事務局（総務省）】 

北川政策統括官（統計制度担当） 

阿南大臣官房審議官 

北原国際統計交渉官 

統計委員会担当室：谷本室長、赤谷次長、中野政策企画調査官 ほか 

 

４ 議 題  

（１）部会長代理の指名 

（２）事務局説明「今期のデジタル部会の進め方について」 

（３）事務局報告「今年度委託研究について」 

 

５ 議事録  
 

○會田部会長 それでは、ほぼ定刻となりましたので、ただいまから第８回デジタル部会

を開催させていただきます。 

 本日は、竹村専門委員、安井専門委員が御欠席、後藤委員、長谷川委員、小西臨時委員

はウェブからの御出席となっております。 

 その他、オブザーバーとして、東京都の原田課長にも御出席いただいております。 

 御案内のとおり、昨年10月31日に開催されました第222回統計委員会におきまして、私、

會田が津谷委員長から部会長に指名されました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本部会の構成員は、委員３名、臨時委員２名、専門委員４名となっております。 

 本日が新体制になって初めての当部会の開催となりますので、ここで新たに委員になら

れました３名の委員の方から御挨拶をいただければと存じます。会場の方、それからウェ
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ブ参加の方の順にお名前をお呼びいたしますので、一言御挨拶をお願いしたいと思います。 

 では最初に、会場の浦田専門委員、よろしくお願いいたします。 

○浦田専門委員 皆さん、はじめまして。名古屋大学大学院情報学研究科の浦田と申しま

す。私はデジタルの社会における社会実装といったところを研究テーマとしていまして、

総務省の地域情報化アドバイザーですとか、あと、デジタル庁のオープンデータ伝道師も

しております。ふだんからそういった自治体と連携しながら研究活動等を行っております

ので、こちらの統計のほうにも生かしていけたらいいかなと思っております。よろしくお

願いいたします。 

○會田部会長 ありがとうございます。それでは、次に、ウェブで御参加の後藤委員、お

願いいたします。 

○後藤委員 皆様、はじめまして。茨城大学の後藤と申します。よろしくお願いいたしま

す。私は、ふだんは統計の利用者として、様々な統計を利用させていただいております。 

 また、地方国立大学におりますので、地方自治体の方から調査員調査について御相談を

いただくこともございます。その辺りの観点から貢献できればと思っております。よろし

くお願いいたします。 

○會田部会長 ありがとうございます。それでは、長谷川委員、お願いいたします。 

○長谷川委員 金沢学院大学経済学部の長谷川でございます。よろしくお願いいたします。 

 私は前職が内閣府でございまして、内閣府におりました頃は、ＳＮＡの推計に関わって

おりました。また、デジタルエコノミーの計測に関しても研究をしておりまして、その中

でもシェアリングエコノミー等の実態把握等に関しても研究をしていました。何とぞよろ

しくお願いします。 

○會田部会長 ありがとうございました。本日の議事は議事次第のとおりでございます。

会議の時間を短くするため、配付資料の確認は省略させていただきます。 

 それでは、議事に入ります。まず初めに、部会長代理の指名についてでございます。 

 部会長代理の指名ですが、統計委員会令第２条第５項の規定により、「部会長に事故があ

るときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、その職務

を代理する」とされております。私としましては、長谷川委員に部会長代理をお願いした

いと思います。 

 長谷川委員、お引き受けいただけますでしょうか。 

○長谷川委員 謹んでお受けいたします。何とぞよろしくお願いいたします。 

○會田部会長 長谷川委員、どうもありがとうございました。それでは、よろしくお願い

いたします。 

 続きまして、議題２の今期のデジタル部会の進め方に移りたいと思います。第９期統計

委員会のデジタル部会の審議内容の整理・取りまとめ及び統計法等に関する研究会に関す

る審議内容を踏まえ、今期のデジタル部会において扱う議題の案を事務局において整理し

ております。 

 それでは、事務局から案の説明をお願いいたします。 

○赤谷総務省統計委員会担当室次長 事務局、統計委員会担当室次長の赤谷と申します。
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よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料１、今期のデジタル部会の議題案につきまして、参考資料も参照しなが

ら御説明申し上げます。 

 まず、資料１を御覧ください。本資料は、今期のデジタル部会において審議していく議

題の案をお示ししたものでございます。冒頭にお示ししておりますとおり、この議題案は、

第９期統計委員会デジタル部会の審議内容の整理・取りまとめ及び統計法等に関する研究

会における審議内容を踏まえて事務局において整理をしたものでございます。 

 この二つの資料が、今期の議題案を検討する上での土台となっておりますので、まず、

それぞれの内容を簡単に御紹介させていただきます。 

 初めに、参考１－１及び参考１－２、第９期統計委員会デジタル部会の審議内容の整理・

取りまとめでございます。参考１－１の概要、資料を御覧いただければと存じますが、こ

のデジタル部会は令和５年10月に設置されまして、令和６年３月の第１回から令和７年９

月の第７回部会までにわたり、デジタル経済・社会の統計的把握及び統計作成のデジタル

化の二つを柱として審議を進めてまいりました。 

 この取りまとめは、その間の報告・審議等の内容を整理したものでございます。 

 まず、デジタル経済・社会の統計的把握につきましては、既存の公的統計でもデジタル

経済を把握する事項はあるものの、電子商取引やＤＸなど、統計的把握に向けた課題も多

く指摘されております。中長期的な展望といたしまして、既存統計・データの利活用、代

替指標の利活用、産学官連携によるダッシュボード作成などが挙げられております。 

 そして、統計作成のデジタル化につきましては、第Ⅳ期基本計画に基づきまして、オン

ライン回答など報告者の負担軽減や利便性向上に資する取組が推進されてまいりました。

中長期的な展望として、オンライン調査による品質向上、多様な情報源の活用、デジタル

化に必要な基盤整備、デジタル人材の育成などが示されております。 

 そして、参考１－１の下段、「今後の部会審議に向けて」にございますとおり、今後は、

特にＤＸと生成ＡＩに着目した検討、そして、デジタル化を経済以外の分野についても広

く捉えた検討を踏まえまして、継続的な調査研究等を通じて議論していくこと、また、統

計委員会の他の部会や関係府省庁とも連携していくことが求められております。 

 次に、参考２、「統計法等に関する研究会について」でございます。こちらは平成30年の

統計法改正から約10年が経過しまして、人口減少やＡＩ等のデジタル技術の急速な進展な

ど、我が国を取り巻く環境が大きく変化する中で、統計法等の見直しに向けた法制上の課

題を整理するために本年６月から研究会を開催し議論されているものでございます。 

 議論の項目といたしましては、公的統計の作成に関しまして、行政データ、民間データ

の活用、経済センサスや事業所母集団データベースの基盤整備が挙げられております。 

 また、公的統計の提供に関しては、事業所母集団データベースの機能高度化、ミクロデ

ータの利活用拡大、ＡＩ等によるデータ分析に資する統計データの提供、機械可読性の向

上などが議論されております。 

 こうした研究会の審議内容も部会の議題と密接に関連しているところでございます。研

究会のほうでは、主に制度設計の面で議論をしておりますが、デジタル部会のほうでは、
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具体的な実装の観点から次期基本計画の立案も視野に御議論いただけますと幸いでござい

ます。 

 以上の参考資料の内容を踏まえまして今期の部会審議の議題案として、改めまして、資

料１にお示しした二つの柱を整理いたしました。 

 一つ目の柱は、デジタル経済・社会の統計的把握でございます。具体的な議題として以

下の３点を挙げております。 

 １点目は、生成ＡＩを含むＤＸの統計的把握。２点目は、電子商取引の統計的把握。３

点目に、デジタル社会の統計的把握でございます。 

 先ほど御紹介いたしました取りまとめにおける生成ＡＩに着目した検討、そして、デジ

タル化を経済以外の分野についても広く捉えた検討という方向性を反映したものでござい

ます。 

 二つ目の柱は、統計作成のデジタル化でございます。具体的な議題として以下を挙げて

おります。 

 まず、統計法施行状況報告でございます。この報告の中で出てきた好事例の掘り下げな

どを想定しております。 

 次に、諸外国の統計作成のデジタル化・国際的な議論。そして、その他統計法等に関す

る研究会に関連する議題として、行政データ・民間データの活用、事業所母集団データベ

ースの高度化、具体的にはＩＤ利活用、リンケージ等、そしてミクロデータの利活用、そ

してデータ分析に関する統計データの提供（機械可読性等）を挙げております。 

 研究会に関する議題といたしましては、先ほど参考２で御説明した議論項目と対応して

いるというところでございます。 

 以上が今期のデジタル部会の議題案でございます。統計委員会の他の部会、関係省庁と

も連携しながら継続的に審議を深めてまいりたいと考えております。 

 私からの説明は以上でございますので、この案について、更に加えるべき点等があるか

など御審議をいただけますと幸いです。よろしくお願いいたします。 

○會田部会長 赤谷次長、御説明どうもありがとうございました。ただいま、資料１、そ

れから参考１－１、それから参考２をベースとしまして、今期のデジタル部会で審議して

いく事項といいますか、課題というものを挙げていただきました。皆様のほうから御意見、

御質問等がございましたらお願いしたいと思います。 

 長谷川委員、お願いいたします。 

○長谷川委員 長谷川です。御説明ありがとうございました。資料１の今期の議題案とい

うことで、私はこちらで問題ないのではないかなと思っています。よくバランスと申しま

すか、網羅的にやられているなと思っています。少し具体的な話をしてよろしいでしょう

か。 

○會田部会長 お願いいたします。 

○長谷川委員 もう既に部会で報告とか、あるいは説明があったと思いますけど、やはり

デジタルのエコノミーと申しますか、経済・社会の統計については、国際的な議論をしっ

かりとベースにしたほうがよいと思っております。これも御案内だと思いますけど、2025
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年というのは、かなり国際基準というのですかね、統計の国際基準についてのフレームワ

ークが決定された年でありまして、これも皆様御案内だと思いますけど、ＳＮＡの最新の

ものが2025年に採択されました。あと、ＳＮＡと整合性があると申しますか、統計的に兄

弟関係にある国際収支統計（ＢＯＰ）も確かマニュアルは昨年改定されて、第７版という

ことで採択されていると思います。 

 ですので、改めて、国際的なフレームワークについて、デジタルの関係について、現状

について報告する、伺える機会があればよいのかなと思っていまして、それから、実際に

統計として、実装と申しますか、反映されるタイミングとか、あるいは今の作業状況とか

というのも伺わせていただければ、より基本的なところ、国際的な視野も入れた議論もで

きるのかなと思っています。 

 やはりデジタル化の問題は、世界中、頭を悩ませている問題ですので、是非そのような

点もよろしくお願いしたいと思っています。 

 それから、１点、前期の取りまとめの今後の部会審議においての経済以外のところにつ

いて、資料１のほうにも書いてありますけど、例えばどういうような、経済以外ですと、

デジタル社会の統計的把握というと、どういうところを把握する、対象とするというイメ

ージでしょうか。そこを事務局のほうに少しお聞きしたいと思いました。よろしくお願い

します。 

○會田部会長 ありがとうございました。では、長谷川委員の二つ目の、というより最初

の質問かもしれませんけど、事務局のほうでお願いします。 

○赤谷総務省統計委員会担当室次長 デジタル社会のところに関しては、必ずしもこれを

調べるべきというところが今あるわけではないのですけれども、そもそも経済規模だけで

ものを測っていいのかというところもやはり議論としてありますので、そういったところ

で、そもそも世の中がデジタル化によってどう変わったかということをどのように把握を

していけばよいのか。ウェルビーイングとか、そういった観点とかもありますけれども、

世の中の変化の内容というところをどのようにして把握していくのかということがまず挙

げられるかと考えております。 

 また、デジタルの社会実装、社会のデジタル化というところに関しては、デジタル庁な

ども、例えば、マイナンバー制度とか、様々な形で政策を実施しているところもあります

ので、そういった各種施策であるとか、デジタル化そのものに関しての評価指標としてど

んなものが挙げられるか、そういったことがデジタル部会で何かしら御意見が頂けるよう

な場があればよいのかなと考えているところでございます。 

○谷本総務省統計委員会担当室長 統計委員会担当室長の谷本でございます。少し補足い

たしますと、先ほど少し説明させていただいた、昨年９月までの部会の取りまとめの今回

配っている参考１－２の９ページの４－２にデジタル化の社会への影響を幅広く捉えた議

論ということで、１段目に電子商取引とかデジタル化の把握とありますが、更に、２段目

の「もっとも」というところの段落で、例えばテレワークの活用などによる空間的・時間

的な制約を受けない働き方の広がりですとか、教育・子育て、それから介護・医療とか、

あるいは行政サービスの効率化・高度化、ＳＮＳなどを通じた社会的・文化的交流やライ
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フスタイルの変容など、そういった幅広いところも視野に入れて検討してはどうかという

提言を頂いています。 

 こういった観点も踏まえて、今期については、御検討いただければということでござい

ます。 

 補足でしたが、以上でございます。 

○會田部会長 ありがとうございました。長谷川委員、今の事務局からの回答でいかがで

しょうか。 

○長谷川委員 丁寧な御説明ありがとうございました。確かにデジタル化というのは、経

済への影響のみならず、社会全般に影響を与えていまして、御説明のとおり、例えば、今、

スマホとかにどれだけ時間を費やしているとか、何かそのような教育に与える影響とか、

いろいろな議題もあろうかと思いますので、御説明いただき、具体的なイメージが湧きま

した。ありがとうございました。 

○會田部会長 それでは、ほかの委員方から。中川臨時委員、お願いいたします。 

○中川臨時委員 中川です。御説明ありがとうございます。関連するところだと思うので

若干私からも質問させていただこうと思いますが、特にデジタル社会というところをかな

り広く捉えていて、私は、この視点がものすごく大事だと思っていて、昨年からもいろい

ろとコメントさせていただいたところですけど、多分今見えている数字だけ、例えば売上

げとか、利益とか、そのような数字だけではなくて、構造そのものが変わっていると私は

認識をしています。 

 例えばということで話をすると、売り方も、店頭で商品を売るという時代から、今や、

アマゾンとか楽天みたいなＥＣを介して売るとか、いろいろな企業が、ダイレクト・トゥ・

カスタマーという、直接売るというふうに流れていて、市場構造が変わっていたりもしま

す。あと、お客さんの捉え方も、今まで商品が売れたら幾らだったのが、誰にいつ売れた

かといったことも把握するようになっています。そういった意味ですごく構造が変わって

きているところが非常に大きいかなと思います。 

 先ほど御説明があったとおり、生活もすごく変わりました。今や、スマホを見ている時

間も半端なく長いですよね。あと、人と会うことも、最近は、ネット経由で会うみたいな

ことが当たり前に行われていたりとか、そういったいろいろなところに影響が出ていると

思います。そういう意味で、いろいろな変化が起こっているので、そこを把握していくこ

とはやはり大事だろうと思います。 

 そこで、質問ですけれども、この部会で、今年度どこまでを目標にするかを少しお聞き

したいと思っていて、というのは、何らかの指標を挙げて、こういった指標を取るように

しましょうという話をするところまで持っていくのか。あるいは、その前段が必要だと思

っていて、今、そもそもどんな変化が起こっているのか。それは単にデジタルがどれだけ

導入されたかという話ではなくて、デジタルに起因していろいろなところに構造変化が起

こっていることを一回きちんと考える場も必要な気がしているのですね。考える場をどこ

かで作ったほうがよいのではないかなということも思っているのですが、そういったステ

ップ論から最後統計資料に落とし込むところまでというのをどうやって持っていくかとい
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うところを少しお聞かせいただければと思います。 

○會田部会長 事務局のほうでお願いしてよろしいでしょうか。 

○赤谷総務省統計委員会担当室次長 まずは入口の議論としては、幅広く、そもそも今ど

んなことが起こっているのかというのを是非議論いただきたいと思いますけれども、少し

タイムラインの話を極めて事務的にお話しさせていただきます。 

 まず、今期のデジタル部会に関して、昨年10月に委員の改選があって、この期に関して

は、次の改選期がまた来年の10月に来ますので、まずは今のメンバーで議論をするのは、

来年の10月、９月までとか、そういったスケジュールになろうかと思っています。一旦そ

こまでに何がまとめられるかということは皆さんと議論しながら考えていくということが

あります。 

 そしてもう一つが、次の第Ⅴ期の公的統計の整備に関する基本計画に関しては、令和10

年度からまた新しい期が始まるということなので、来年度の中で基本計画について何を盛

り込むのかという議論を本格的にしていくことになります。ということを考えると、デジ

タル部会の今期のアウトプットのうち、基本計画に盛り込まれるものは何かということを

意識しないといけないということがあります。 

 ということなので、一旦、いろいろ議論してみて、来年の夏、秋頃のタイミングで、具

体的にどこまで各府省がやるべきことが書けるのかどうかということを議論していくとい

うことが、事務的なスケジュールとしては自然と出てくるところかなと今のところ考えて

おります。 

○會田部会長 ありがとうございました。中川臨時委員、よろしいでしょうか。 

○中川臨時委員 ありがとうございます。 

○會田部会長 ほかの委員の方から御質問、御意見がございますでしょうか。 

 長谷川委員、お願いいたします。 

○長谷川委員 ２回目ということで恐縮ですけど、ひょっとすると後で説明があるかもし

れないのですが、先ほど私が発言したものと少し関連するのですが、やはり統計的把握と

いうのは非常に重要だと思っていまして、ですので、先ほど申し上げたように、新たな国

際基準が矢継ぎ早に決まったというところで、一旦、そのようなフレームワークと申しま

すか、概念的な分類と申しますか、そのようなものを整理していただくとよいなと思って

います。 

 それから、現状でも、いろいろなデジタルの統計が各所から出ております。具体的には、

最近の話題を申しますと、日本の経済の構造問題ですとか、経常収支、国際収支の議論の

ときに出てくるのが、「デジタル赤字」というものです。これが、最近、各方面で、政府も

含めて使われておりまして、恐らく今、６兆円とか、７兆円とか、それくらいの巨額の赤

字がデジタル赤字として言われています。みんな、インバウンドの黒字を凌駕してしまう

ぐらいの、相殺してしまうぐらいの赤字というようなことで取り上げることとか、あるい

は、所得の流出というのですか、そのような形で取り上げることが多いのですけど、やは

りそのような現状を各方面で取られているデジタルの指標についても整理したほうがよい

と私は思っていまして、そのような場も何かあれば、今後の議論に貢献していくのではな
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いかなと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○會田部会長 長谷川委員、ありがとうございました。今後の進め方という段階でござい

ますので、次回以降、議事が進んでいく中でまたいろいろ変更することもあるかと思いま

す。こちらの議題のほうにつきましては、一回終わらせていただいて、本日の二つ目の議

題に移らせていただきたいと思います。 

 続いて、議題３の今年度の委託研究についてに移りたいと思います。今年度委託研究と

しまして、「デジタルトランスフォーメーションの統計的把握と統計作成のデジタル化に

関する調査研究」を事務局のほうで実施予定とのことですので、事務局より報告をお願い

したいと思います。 

○孕石総務省統計委員会担当室統計精度改善専門官 事務局でございます。私からは、資

料２－１により、今年度、実施予定の委託研究の内容について、御説明した後、近年のデ

ジタル技術の中でも特に進展が著しいＡＩに関するデータの国際機関による収集について、

資料２－２により、御説明し、実際に統計作成に生成ＡＩが活用されている一事例につい

て、資料２－３により、御説明いたします。皆様からは委託研究の内容等について、御意

見を頂けますと幸いです。 

 それでは、資料２－１を御覧ください。令和８年度委託研究として、「デジタルトランス

フォーメーション（ＤＸ）の統計的把握と統計作成のデジタル化に関する調査研究」を実

施することを予定しています。 

 次に、２ページを御覧ください。背景として、基本計画及びデジタル部会での議論がご

ざいました。基本計画においては、社会経済のデジタル化への対応として、「デジタル経済

の実態把握」、「デジタル技術を活用した報告者の負担軽減及び統計ユーザーの利便性向

上」、「デジタル技術による統計作成の効率化・正確性の向上」等に関する施策が示されて

います。 

 また、デジタル部会が令和５年10月に設置され、「デジタル経済・社会の統計的把握」及

び「統計作成のデジタル化」を柱として、議論を深めてきました。 

 この中で、ＤＸについては、「日本の既存の公的統計ではデジタル技術の活用の有無やそ

の目的等について把握可能であるものの、生産性等への影響について、定量的に把握・検

証する上では様々な課題がある。」と指摘されていることから、「ＤＸの統計的把握」を委

託研究の一つ目の課題としたいと考えております。 

 次に、３ページを御覧ください。ＤＸの統計的把握については、「第９期統計委員会デジ

タル部会の審議内容の整理・取りまとめ」において、有識者からの指摘として以下の課題・

論点が提示されています。 

 「デジタル技術利活用の深化・高度化」、「ＤＸに関する人的リソースの状況」、「ＤＸの

効果の金額的評価」、「ＤＸによる新しい財・サービスの創出、機能・性能の向上」でござ

います。 

 デジタル部会では、これらの課題に対応し得る事例の一つとして、英国統計局（ＯＮＳ）

の「デジタル経済調査」が挙げられていますが、他の諸外国の事例についても更なる研究

の必要性が指摘されています。 
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 また、近年のデジタル技術の中でも特に進展が著しい生成ＡＩに関して、その導入・普

及による（正負の）影響を捉えることの必要性が指摘されています。 

 次に、４ページを御覧ください。「統計作成のデジタル化」を委託研究の二つ目の課題と

したいと考えております。統計作成のデジタル化については、「デジタル部会の審議内容の

整理・取りまとめ」において、中長期的な検討課題として、以下の４点が提示されていま

す。 

 「オンライン調査による公的統計の品質向上」、「多様な情報源の活用による統計の整備」、

「統計のデジタル化に必要な基盤の整備」、「デジタル人材の育成」でございます。 

 また、統計作成のデジタル化においても、生成ＡＩを始めとするＡＩの活用の可能性に

ついて検討することの必要性が指摘されています。 

 次に、５ページを御覧ください。これまでの背景を踏まえて、本調査研究は「ＤＸの統

計的把握」及び「統計作成のデジタル化」を二つの課題として実施することとし、文献調

査やヒアリング等を通じて諸外国の状況や国際的な議論の動向を把握することにより、今

後の統計整備に向けた示唆を得ることを目的とします。 

 ここからは、委託研究の具体的な内容について、御説明いたします。６ページを御覧く

ださい。文献調査として、ＤＸの統計的把握については、まず、諸外国の関連する公的統

計調査（企業・事業所調査）の事例を整理いたします。ここで、世帯調査においてＤＸを

把握するというアプローチもあり得ますが、まずは、事例が入手しやすい企業・事業所調

査の事例を整理することといたします。 

 調査全体の概要のほか、ＤＸに関する調査項目、調査項目として採用した時期、調査の

精度に関する情報、行政記録情報や民間データの活用の有無、調査結果の利用状況などを

整理することを想定しております。 

 また、国際的な議論の動向として、入手可能な範囲で各国・機関の公表資料に基づいて、

測定上の課題や今後の対応方針についての情報を得ることを想定しております。 

 次に、７ページを御覧ください。文献調査として、統計作成のデジタル化については、

国際的な議論や各国の事例について、各国の統計機関の公表資料等に基づいて整理いたし

ます。 

 企画・設計、調査実施・データ収集、審査・集計・データ処理、公表・提供といった統

計作成の各プロセスにおいて、デジタル技術がどのように活用され、報告者の負担軽減／

統計ユーザーの利便性向上／統計作成の効率化・正確性向上等に対してどのように貢献し

ているのか、という視点で整理することを想定しております。 

 加えて、各国の行政のデジタル化と統計作成のデジタル化との関係や、関連する制度面

についても調査するほか、各国のデジタル人材の育成方針やＩＴ予算等に関する状況につ

いても、可能な範囲で調査・整理することを想定しております。 

 最後に、８ページを御覧ください。ヒアリングとしては、文献調査の結果を踏まえつつ、

更なる情報収集が必要と考えられる対象先・事項についてヒアリングを行います。 

 まず、海外へのヒアリングを行うに当たり、質問内容等について助言を頂くため、事前

に、有識者にヒアリングを行います。 
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 その後、海外へのヒアリングとして、先進的な事例等について、情報収集を行うため、

各国の公的統計機関へのヒアリングを行います。 

 ヒアリングでは、特に、公表資料では把握が難しい実態について聴取することとしたい

と考えております。想定している内容として、先進的な事例もあまりうまくいっていない

事例もあるかもしれませんが、現行の調査の課題認識や今後の取組の方向性等について、

お話を伺えればと考えております。 

 ヒアリングの方法としては、事前にクエスチョネアを作成・送付・回収した後、ヒアリ

ングに臨むことを想定しております。 

 以上が、資料２－１についての説明になります。 

 次に、資料２－２「ＯＥＣＤ及びＥＵによるＡＩに関するデータの収集について」を説

明させていただきます。近年のデジタル技術の中でも特に進展が著しいＡＩについて把握

することの必要性は、「第９期統計委員会デジタル部会の審議内容の整理・取りまとめ」に

おいても、指摘されていますが、本部会でＡＩについて議論するに当たり、ＡＩとしてど

のようなものを捉えるかという頭合わせをするため、国際機関によるＡＩに関するデータ

の収集について、御説明いたします。 

 まず、２ページを御覧ください。ＡＩの定義についてですが、ＯＥＣＤのＡＩ原則では、

ＡＩを次のように定義しています。「ＡＩシステムは、明示的又は黙示的な目的のために、

実環境又は仮想環境に影響を及ぼす、予測、コンテンツ、推奨、又は決定などの出力をど

のように生成するか、受け取った入力内容から推論する機械ベースのシステムである。展

開後の自律性と順応性のレベルは、ＡＩシステムによってそれぞれ異なる。」また、ＥＵの

ＡＩ規則においても、同様の定義が用いられています。 

 次に、３ページを御覧ください。Eurostatのモデル調査票では、ＡＩ（人工知能）につ

いて、より具体的な説明がなされています。ＡＩの例として、テキストマイニング、コン

ピュータ視覚、音声認識、自然言語生成、機械学習、深層学習といった技術を用いるシス

テムが挙げられています。 

 また、ＡＩシステムは、生成ＡＩやチャットボットのようなソフトウエアベースのもの

と、自動ロボットや自動ドローンのようなデバイスに組み込まれたもの、いわゆるフィジ

カルＡＩがあるとされています。 

 次に、４ページを御覧ください。Eurostatへのデータ提供の根拠としては、企業統計に

関するＥＵの規則の下位の実施規則で、ＥＵ諸国のEurostatへの「ＩＣＴ利活用及び電子

商取引」に関するデータの提供について、規定されていて、ＡＩに関するデータも、この

実施規則に基づいて、提供されています。 

 実施規則によると、これらのデータは、様々な政策計画等に必要なものであるとされて

います。 

 Eurostatでは、各国においてこれらのデータを収集するために、モデル調査「ＥＵの企

業におけるＩＣＴ活用及び電子商取引に関する調査」を設定し、モデル調査票の様式を示

しています。先ほど、３ページに出てきたモデル調査票とは、これのことでございます。 

 次に、５ページを御覧ください。ＥＵの実施規則で規定されているＡＩに関する具体的
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な調査の内容は、以下のとおりです。まず、「技術の種類別のＡＩ技術の利用状況」を調べ

ることとされていて、これに基づいて、各地域における利用率が企業規模別や産業別に集

計されています。 

 それから、「目的別のＡＩのソフトウエア又はシステムの利用状況」及び「利用している

ＡＩのソフトウエア又はシステムの取得方法」も、調べることとされています。 

 また、ＡＩ技術を利用していない企業に対して、「ＡＩ技術の利用の検討の有無」及び「Ａ

Ｉ技術を利用していない理由」を調べることとされています。 

 最後に、６ページを御覧ください。参考として、欧州の地域別企業における人工知能（Ａ

Ｉ）の利用状況の表をお示ししました。利用状況というのは、具体的には、ＡＩを利用し

ている企業の割合のことで、データは、Eurostatのデータベースからダウンロードしたも

のです。これを見ますと、データの質が良いかということは分かりませんが、全てのＥＵ

加盟国が各国におけるＡＩの利用状況を把握した上でEurostatにデータを提供しているこ

とが分かります。 

 以上が、資料２－２についての説明になります。 

 最後に、資料２－３「ＤＩＣＥ：シンガポール統計局における生成ＡＩを活用した自動

分類システム」について、説明させていただきます。 

 まず、２ページを御覧ください。「第９期統計委員会デジタル部会の審議内容の整理・取

りまとめ」において、統計作成のデジタル化においても、生成ＡＩを始めとするＡＩの活

用の可能性について検討することの必要性が指摘されていることから、本資料では、公的

統計の作成に生成ＡＩを実装している一事例を紹介させていただきます。 

 以前に、細川専門委員から、国連欧州経済委員会のサイトで「公的統計における生成Ａ

Ｉの活用事例」が登録されているサイトがあるということを御紹介いただきまして、本日、

紹介させていただく事例は、そのサイトに登録されているものです。細川専門委員に厚く

御礼申し上げます。 

 さて、本日、御紹介する自動分類システム「ＤＩＣＥ」については、国連欧州経済委員

会の会議にシンガポール統計局（ＤＯＳ）が提出したペーパーがございましたので、その

内容を要約したものが本資料になります。 

 次に、３ページを御覧ください。ＤＩＣＥの概要についてですが、ＤＩＣＥとは、DOS 

Intelligent Classification Engineで、シンガポール統計局が開発した自動分類システ

ムです。従来、分類のコーディングに機械学習を用いていましたが、ＤＩＣＥでは、それ

に加えて、学習に用いるデータの生成と、分類する前のデータ処理の部分に、生成ＡＩを

用いているということです。 

 ＤＩＣＥの効果として、ＤＩＣＥにより、データをシンガポール標準産業分類（ＳＳＩ

Ｃ）やシンガポール標準職業分類（ＳＳＯＣ）にコーディングする業務が改善（効率化）

されました。 

 以下、主にＳＳＯＣの場合について説明いたします。 

 ＤＩＣＥの仕組みについて、ＤＩＣＥは、個人の職種名及び職務記述を入力として受け

取り、適切なＳＳＯＣコードを信頼度スコアとともに提示する仕組みです。 
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 次に、４ページを御覧ください。ＤＩＣＥにおける生成ＡＩの活用の仕方の一つは、合

成訓練用データの作成です。学習データに調査及び行政データのみを用いることには、非

典型的な事例においてモデルの一般化能力が制限される可能性や、データ分布の不均衡の

問題があります。 

 そこで、生成ＡＩが、学習データとする合成データを生成するために活用されています。

学習データに実データだけでなく合成データも追加することにより、下図の薄い色の部分

が追加されるということで、データ分布の不均衡が緩和されます。また、モデルの性能を

評価したところ、性能指標が向上したとのことです。 

 次に、５ページを御覧ください。ＤＩＣＥにおける生成ＡＩの活用の仕方のもう一つは、

機械学習に適したデータ前処理です。具体的には、生成ＡＩが、職務記述における無関係

な情報の除去と、職務記述の要約に活用されています。これは、特に、長文入力であるも

のに適用されます。 

 ここで、職務記述における無関係な情報とは、例えば、給与や勤務地に関する情報です。

求人情報データなどには、通常、このような情報が含まれていますが、無関係な情報は、

モデルの混乱を招いて、性能の低下につながるため、生成ＡＩにより、除去しています。 

 なお、これらの処理を行うに当たり、商用モデルを使用することはコスト増やサービス

中断リスクがあることから、職務記述の要約に特化した小規模モデル（Phi-3.5-mini-

instructをファインチューニングしたもの）を使用することにより、コスト削減と中断リ

スクの排除を実現したとのことです。 

 最後に、６ページを御覧ください。ＤＯＳの結論として、ＤＩＣＥは、当初、ＤＯＳに

おける統計業務を支援する目的で開発されましたが、現在では、業種別補助金の運用の支

援など、政府機関が幅広い用途で活用できるようになったということで、ＤＩＣＥは、統

計部門のみならず、公共部門全体のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の取組で

あるといえるとのことです。 

 私からの説明は、以上になります。 

○會田部会長 どうもありがとうございました。デジタルトランスフォーメーションの統

計的把握とデジタル化に関する調査研究の観点から一つ、それからＯＥＣＤ、ＥＵにおけ

るＡＩに関するデータ収集と、それから三つ目として、シンガポールにおけるＤＩＣＥと

いうことの三つの説明を頂きました。 

 ただいまの説明につきまして、御意見とか御質問等がありましたらお願いしたいと思い

ます。 

 それでは、後藤委員、お願いいたします。 

○後藤委員 御説明ありがとうございます。私からは、文献調査２について１点意見を申

し上げます。 

資料２－１の７ページでは、報告者負担の軽減についても記載されています。一方で、

同資料４ページの背景３を見ると、公的統計業務の効率化や統計の品質向上については強

調されているものの、国民や事業者の回答負担の軽減については、必ずしも十分に強調さ

れていないように感じました。 
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また、先ほどご紹介いただいたシンガポールの事例も、大変参考になる興味深い内容で

したが、主として行政業務の効率化や生産性向上にＡＩを活用する事例であり、報告者負

担の軽減を目的としたＡＩ活用の事例ではないと受け止めました。 

 改めて、資料２－１の７ページ、文献調査２の内容に戻りますが、報告者負担の軽減に

ついては、これまでも様々な議論が行われてきたものと思います。しかし、まだ改善の余

地があるのではないかと考えます。 

統計委員会の委員を務めさせていただいて驚いたことの一つは、現在でも電子調査票に

おいてエクセルへの依存が残っていることです。オンライン調査の普及により、ウェブフ

ォームへ直接記入する形式での調査は増えてきたとのことですが、それでもまだエクセル

に依存した調査が行われているようです。もし私の理解に誤りがあれば恐縮ですが、統計

分野では四半世紀ほど前からオープンなデータ形式の重要性が指摘されてきたと認識して

います。 

 現在、特定のフォーマットに依存した調査方式が回答者の負担につながっているとの指

摘もあります。ウェブフォームへの直接入力は手間がかかるため、専用様式や支援ソフト

との連携も進められていると理解していますが、その上で、例えば、フォーマットを問わ

ず、ＡＩが各種ファイルから必要な情報を自動で読み取り、調査票へ自動で入力・分類し

てくれて、回答者は最終確認のみを行えばよいといった形でのＡＩ活用も考えられます。

そのような、報告者負担の軽減に資するＡＩ活用についても、文献調査の対象として調査・

検討していただければと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○會田部会長 後藤委員、ありがとうございました。事務局のほうから御意見がございま

すか。 

○孕石総務省統計委員会担当室統計精度改善専門官 ありがとうございました。そのよう

な観点からも調査したいと思います。 

○會田部会長 ありがとうございました。それでは、長谷川委員から手が挙がっておりま

すので、長谷川委員、お願いいたします。 

○長谷川委員 ありがとうございます。長谷川です。調査研究のところで、恐らくこれか

ら具体的な検討のところで入ってくるかなと思うのですが、私のこれまでの勉強と申しま

すか、研究の反省を踏まえますと、２点ばかりお願いしたいなと思っていまして、まず一

つ目は、今、ＤＸで話が出ましたけど、シェアリングエコノミーを少し調査していますと、

やはりいろいろな取引があるのですけど、シェアリングエコノミーは、ＣtoＣ、あるいは

ＰtoＰと申しますか、ピア・トゥ・ピアといいますか、そのところがメインになっていま

して、そうしますと、個人と個人、消費者と消費者との取引が最近増えてきておりますの

で、なかなかこの分野というのは、事業所あるいは企業を中心とした既存の統計では捕捉

が難しいところであります。 

 ですので、各国が、ＣtoＣ、あるいはＰtoＰのいわゆるマッチングプラットフォームを

利用した取引をどのように捕捉するのかというのを把握していただければなと思っており

ます。 
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 それから、二つ目でありますけど、やはりデジタルのＤＸによる新しい財・サービスの

創出、機能・性能の向上のところに関わるのですが、統計を作成するに当たり、財・サー

ビスの価格のところで質の変化というのを捉える必要がありますので、その辺りの調整を

どのようにしているか。新しい財・サービスが創出したときに、いろいろな機能とか性能

が変化していくのに伴って、価格の調整はどういうふうに行われているのかということに

ついて、やはり各国の状況を踏まえる必要、参考にする必要があると思いますので、是非

そこのところを、全体の売上高とか、そのような金額のみならず、この部分というのはな

かなか推計とか加工をしなければ計測できないものだと思いますけど、その辺りが、現状、

各国でどうなっているのかというのを把握していただければ非常に参考になるのではない

かなと思いました。 

 以上です。ありがとうございました。 

○會田部会長 長谷川委員、ありがとうございました。事務局のほうからありますか。 

○孕石総務省統計委員会担当室統計精度改善専門官 まず１点目の個人についても把握す

るということについて、資料２－１の６ページのところで、まずは事例が入手しやすい企

業・事業所調査の事例を整理するところから始めたいとしておりますが、それが終わった

後に世帯についてもどういうことが捉えられるかということを検討したいと考えておりま

す。 

 それから、価格の調整、質の変化等をどう捉えるかということも、なかなか難しい話で

あると認識しておりますが、情報収集の一環としてそのようなことも考えたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

○赤谷総務省統計委員会担当室次長 次長の赤谷ですが、今、長谷川委員の発言について、

若干補足というか、コメントさせていただければと思います。 

 今、孕石から説明があったとおり、世帯、個人に関しても、何をどうやって捉えるかと

いうこともありますし、まず一つ目のシェアリングエコノミーにつきましては、恐らくプ

ラットフォーマー側に何か情報を聞かないといかんともし難いところをどうするかという

ような話かと思いますので、そういったところ、プラットフォーマーとしての把握につい

て各国がどんなふうに工夫をしているのかということを把握することが今回求められてい

るのではないかというふうな御意見として承知いたしました。 

 二つ目に関してなのですけれども、恐らくこれまでもサービス価格の品質調整、サービ

スの質の把握のところに関して、財よりも特に難しいところに関してどのように把握する

のかという、以前からの古くて新しい問題があったものが、デジタルの本格導入に際して、

更にボラティリティーが高くなったというところに関して、より注意してサービスの質の

変化というのをどうやって統計的に把握するのか。それがすなわちデジタル化としての価

格調整に関する一番の肝ではないかというふうな御意見として承知いたしました。 

 ですので、各国の調査においてもそういったところが特に反映されるようにしてほしい

という意見ではないかなと承知しております。もし間違っていたら、コメントを頂ければ

と思います。以上です。 
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○會田部会長 ありがとうございました。長谷川委員、ただいまの事務局からの回答でい

かがでございますか。 

○長谷川委員 丁寧に御回答くださって、ありがとうございました。御指摘のとおりの方

向性で調査していただければと思います。よろしくお願いします。 

 では、中川臨時委員、お願いいたします。 

○中川臨時委員 中川です。長谷川委員がコメントしてくださったので、私もせっかくな

ので、少しコメントを追加させてもらおうかなと思います。 

 同じくＤＸに関する統計的把握の話ですが、ＤＸそのものの定義が難しいですよねとい

うところから始まって、多分いろいろな捉え方があるので、何をＤＸとして捉えているか

というのをまず整理していくとよいかなと思います。 

 先ほどの話にも少し関係するのですけれども、長谷川委員がおっしゃったとおり、サー

ビスモデルとか、質の提供の仕方とか、もっというと、提供されるものそのものも大分変

わってきたのではないかなと思っています。これも実はデジタルの大きな変化の一つです

けれども、例えば、これまでは一発ででかいシステムを導入するとか言っていたのが、今

やサブスクが当たり前です。クラウドサービスを使うようになって、大きなシステムをど

ーんと買うのではなくて、使った分だけ毎月払っていきますみたいなモデルになったのが、

今やもう当たり前になっています。これはものすごく大きな変化だと思うのですね。その

ようなものはやはりきちんと数字を見たいというのがあると思います。 

 視点を変えると、これは実をいうと、これまでは資産を所有するという考え方だったの

が、アクセス権を買うという視点に変わったともいえると思います。これは実は大きな構

造的な変化で、そういった構造的な変化が実はその背景にあるのだよということまででき

れば是非調べていただけるとうれしいかなと思います。実はこれに類する話はたくさんあ

るのですけど、時間がないので、これくらいにします。 

○會田部会長 中川臨時委員、ありがとうございました。細川専門委員、お願いいたしま

す。 

○細川専門委員 細川です。資料２－１の文献調査２の統計作成のデジタル化について、

２点ほど少し意見として申し上げたいところがございます。 

 統計作成のデジタル化について、ＡＩ、生成ＡＩを含めての直近でのデジタル化の変化

によって統計作成のプロセスにどう生かされているかということを御調査いただけるとの

ことですが、意見の１点目といたしましては、デジタル技術を活用することによって、統

計プロセス自体にどのような影響が出ているかということが分かれば、お調べいただける

と有難いなと思います。 

 デジタル技術の統計プロセスへの影響は、今後ますます増えてくると思います。例えば、

2020年の米国国勢調査では、調査員にスマートフォンが配備され、回答状況や調査進捗を

デジタルに把握・管理する仕組みが導入されました。これにより、未回答世帯への訪問業

務の効率化や、調査員への業務配分の最適化が図られたと聞いております。 

 このように、統計作成の調査、作成のプロセスが今後どのように効率化され、その結果

としてプロセス自体もどう変わってくるのかというところについて、もし何か分かるとこ
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ろがあれば共有いただけると有難いなという点が１点でございます。 

 ２点目ですけれども、今まで構築してきた統計システムに関する課題です。政府全体で

の統計システムは、主要なものでも合わせてみるとちょっとした銀行の勘定系以上の規模

になるのではないかなと思っております。また、これら長年にわたって整備、稼働させて

きたシステムは老朽化している部分も少なくないのが現状です。すなわち、現在の巨大化

し、老朽化した統計関係のシステムを今後のデジタル化に対応させるためには、システム

自体をＡＩで更改・改修することが、次の段階に向けて必要になってくる認識です。 

 これらの点について、国際的な動向としてどのような方向性にあるのかというところで、

もしヒントになるようなところを情報共有いただければ有難いかなと思います。どうぞよ

ろしくお願いします。 

○會田部会長 どうもありがとうございました。よろしいですか。 

○孕石総務省統計委員会担当室統計精度改善専門官 ありがとうございました。 

○會田部会長 ほかの委員の方から御意見、御質問などがございますでしょうか。浦田専

門委員、お願いいたします。 

○浦田専門委員 ありがとうございます。浦田です。やはり私も今日のお話を聞いていて、

ＤＸという言葉が非常に広いので、統計として何を把握したいのかといったところをもう

少し絞らないと難しいのではないのかなというのを聞いていて感じました。 

 さらに、先ほどデジタル社会といったところもどういう話かということについて、補足

を頂いたと思うのですけども、やはり今回、御説明いただいたような形で、諸外国の事例

といったところを参考にするのは非常に大事だなと感じている一方、私は、地域社会のＤ

Ｘの研究をしている立場から見ますと、日本ではやはり人口減少や高齢化が進む地域とい

ったところで、行政や地域住民、民間が連携してＤＸを頑張って進めているなど、海外と

は異なる部分も多いのではないかなと感じています。そのため、国際的な議論といったと

ころは踏まえつつも、これからの日本を考えていく上では、日本独自の地域ＤＸの実態と

か、その変化を把握できるような統計の整備もするとよいのではないかなと感じました。 

 以上になります。 

○會田部会長 ありがとうございました。 

○孕石総務省統計委員会担当室統計精度改善専門官 ありがとうございました。 

○會田部会長 ほかの委員から何かございませんでしょうか。 

 本日、二つ目の議題の関係で、委託調査の関係では、特に文献調査のときに、報告者負

担の観点からももう少し調べることができないかとか、ＡＩを使って自動入力などするの

も報告者負担の軽減になるとかという御指摘もございました。 

 それから、ＤＸにおいてプラットフォーマーの問題も把握するのではないかということ、

それから、財・サービスの品質調整の問題の御指摘がございました。 

 それから、何がＤＸかということに関連しまして、行動の変化というもの、特に大型の

機械を購入するものからサブスクに変化する、資産の所有から使用権というふうに変わっ

て、行動が変わっていくという視点もあるのではないかということがございました。 

 それから、統計作成のデジタル化で、プロセス自体がどういうふうに変わってきている
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のかというのも調べられないだろうかということ。 

 それから、ＡＩをシステム開発自体に使うというか、ＡＩを使うのではなくて、ＡＩに

システム開発させるということなのかと思いますけど、そのような事例があるかどうかと

いうお話もございました。 

 それから、外国の事例だけではなくて、日本の国内の地域ＤＸなんかの現状も併せて調

整できればというような御意見もあったと思います。 

 追加の御意見がありましたら、後でメールでも結構ですので、事務局のほうに御連絡い

ただければと思います。 

 大分早いですけれども、本日予定しておりました議題は以上ですが、事務局のほうで何

かございますか。 

 それでは、終わらせていただきたいと思いますが、本日の最初の議題につきましては、

７月の統計委員会のほうで、デジタル部会の審議の方向性ということで報告をさせていた

だきたいと思います。 

 では、どうもありがとうございました。 

 あと、事務的な連絡がございましたら、お願いいたします。 

○齋藤総務省統計委員会担当室室長補佐 次回のデジタル部会の開催日程につきましては

現在調整中です。日時、場所につきましては、別途御連絡いたします。 

○會田部会長 では、ありがとうございました。 

 以上をもちまして、第８回デジタル部会を終了いたします。 

 本日は皆さん御出席どうもありがとうございました。 

 

 


